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第三の矢の行方
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第２次安倍内閣の経済政策は、 大胆な金融緩和、 機動的な財政政策、 民間投資を喚起する成長

戦略、 のいわゆる三本の矢の政策が柱となっている。 金融政策では、 インフレ率２％を目標に政府 ・

日銀が連携して金融緩和を強化し、 財政では、 １３兆円の１２年度大型補正予算で公共事業を中心

に財政出動を進める。 金融市場では、 金融緩和がさらに強化されるとの見通しの下で、 政権交代前

から円高修正の動きが強まり、 足下ではドル円で 93 円台までドルが買い戻されており、 これを好感し

て株式市場も堅調に推移してきた。

しかし、 留意しなければならないことは、 金融緩和策や積極的な財政政策そのものに新たな付加

価値を生み出す力があるわけではない、 ということだ。 それらは、 需要の前倒しにつながり、 成長率

を高め、 景況感を改善するが、 前倒しされた需要が一巡すればその後は再度需要不足に逆戻りして

しまうことになる。 例えば、 プラザ合意後の円高不況対策のための金融緩和長期化は、 極端な資産

バブルを生み、 その後の長く深い不況につながった。 また、 自ら 「世界一の借金王」 と自嘲気味に

評した小渕内閣の合計４２兆円の経済対策も IT バブルの呼び水になったが、 デフレ脱却を実現する

ことはできなかった。 金融財政政策のみでは潜在成長率を高め、 デフレからの脱却を実現することは

困難なのである。 その意味で、 金融緩和策や積極財政政策にあわせて成長戦略が重要になるという

ことに異論はない。

前政権 （野田内閣） においても日本再生戦略と名付けられた成長戦略が策定されている。 その内

容は、 グリーン （エネルギー ・ 環境）、 ライフ （健康）、 農林漁業 （６次産業化） の重点３分野と、

担い手としての中小企業を加えた４つのプロジェクトにおける重点施策実行等により、 「2020 年度まで

の平均で、 名目成長率３％程度、 実質成長率２％程度を目指す」 というものであった。

安倍内閣では、 経済財政諮問会議を復活しマクロ政策の基本設計を担わせ、 成長戦略の具体策

立案のために日本経済再生本部およびその下部組織として産業競争力会議を設置し、 議論をスター

トさせた。 第１回産業競争力会議の議論を踏まえ、 安倍総理は日本経済再生本部本部長として、 規

制改革の推進、 イノベーション／ IT 戦略の立て直し、 経済連携の推進、 攻めの農業政策の推進な

ど 10 項目を喫緊の重要政策課題に関する当面の対応として関係大臣に指示している。

しかし、 規制改革の重点分野として雇用や健康 ・ 医療などの分野が挙げられていることなどには注

意が必要である。 そもそも厚生労働に関連する分野の規制は、 「国富の拡大」 や企業利益の視点か

ら捉えられるべきものではない。 同様に、 農林水産業の制度についても社会的共通資本の維持の観

点からその必要性を判断すべきである。

混合診療の適用拡大や解雇条件の見直しなどが、 国民が求める経済成長につながるのか。 それ

よりも、 将来の発展に結びつかない投資を生む単年度予算主義や、 金融緩和効果を実質的に減殺

する金融規制等、 根本的に見直すべきものはほかにあるのではないか。 構造改革路線時代と変わら

ない規制改革論議の復活で、 新しい成長が描けるとは思えない。 第三の矢の行方がアベノミクスの

成否の鍵を握っている。
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